
（２）諸外国における資源管理施策について 

資料４－２ 



主要各国の漁業の構造 

   
  
   

国名 漁獲対象魚種の 
多様度 

漁業者（人） 漁船数（隻） ２５トン以下
の漁船比率 

アイスランド 低 ６，３００ ８２６ ０．６３ 

ノルウェー 低 ２２，９１６ ８，６６４ ０．８９ 

デンマーク 低 ４，７９２ ４，２８５ ０．８６ 

イギリス － １９，０４４ ９，５６２ ０．８２ 

フランス － ２６，１１３ ６，５８６ ０．７８ 

スペイン 高 ７５，４３４ １５，２４３ ０．７６ 

アメリカ 中 約２９０，０００ ２７，２００ ０．５３ 

ニュージーランド 中 ２，２２７ １，３７５ ０．７４ 

韓 国 高 １８０，６４９ ５０，３９８ ０．９０ 

日 本 高 ２７８，２００ ２１９，４６６ ０．９８ 

資料：（独）水産総合研究センター牧野光琢 「日本漁業の制度分析 漁業管理と生態系保全」(2013)等に基づき水産庁で作成 
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主要各国の資源管理の施策① 

   
  
   

国  名 

資源管理の手法 各国のＴＡＣ導入状況 

ＩＴＱ制度導入の状況 ｲﾝﾌﾟｯﾄ 
ｺﾝﾄﾛｰ

ﾙ 

ﾃｸﾆｶﾙ 
ｺﾝﾄﾛｰ

ﾙ 

ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ            
    ｺﾝﾄﾛｰﾙ （注）       ＴＡＣ対象魚種 左記を選定している背景 
ＴＡＣ ＩＱ ＩＴＱ 

アイスラ
ンド ● ● ● ● 

27種（マダラ、タラ類、カ
ラスガレイ、カレイ類、ニ
シン、大西洋サバ、エビ
類等） 

欧州の漁業対象種の殆ど
はＥＵと非ＥＵ加盟国で共
有された国際管理魚種と
なっており、全体のＴＡＣを
決めた後、交渉でＥＵと非
ＥＵ加盟国に分配し、ＥＵ
は更にＥＵ加盟国に配分し
ている。 

・総漁獲量の98％以上を管理 
・2004年より小型漁船にもITQ
を導入。 

ノルウェ
ー ● ● ● ● 

16種（マダラ、その他タ
ラ類、大西洋サバ、アジ、
カラスガレイ、シシャモ、
ニシン等） 

－ 

イギリス ● ● ● ● ● 
欧州連合（ＥＵ） 
38種（マダラ、その他タ
ラ類、大西洋サバ、ニシ
ン、アジ類、カレイ類、ク
ロマグロ等） 

・船別割当が2002年からＩＴＱ
化。 

フランス ● ● ● ● － 

スペイン ● ● ● ● － 

アメリカ ● ● ● ● ● 約500系群 

管理は８つの地域に分か
れており、2006年のマグ

ナソン・スティーブンス法改
正時に全ての連邦管理魚
種について漁獲量の上限
を設けることとしている。 

・７漁業種類。(連邦管理漁業
の総漁獲量の約2％。総漁獲
金額の約10％。) 
・小規模漁業者がＩＴＱを購入す
る際の財政支援、ＩＴＱ保有量
や譲渡の制限、地域割当など
補完施策を実施 

ニュージ
ー ランド ● ● ● ● ● 

628系群（ホキ、イカ、ア
ジ、バラクータ、タラ類、
オレンジラフィー等） 

ＩＴＱ実施のために地先魚
種も含めて区域を細かく分
けてＴＡＣを設定。科学的
知見があるのは100程度 

・総漁獲量の7割を管理。 
・ＩＴＱ導入に際しては関係漁業
者の８５％以上の同意が必要。 
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注：ＴＡＣ、ＩＱ、ＩＴＱの該当の有無については、一部でも事例が認められる場合には該当有に含めた。 

資料：各種資料を元に水産庁が作成 



主要各国の資源管理の施策② 

   
  
   

国  名 

資源管理の手法 各国のＴＡＣ導入状況 

ＩＴＱ制度導入の状況 ｲﾝﾌﾟｯﾄ 
ｺﾝﾄﾛｰ

ﾙ 

ﾃｸﾆｶﾙ 
ｺﾝﾄﾛｰ

ﾙ 

ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ            
    ｺﾝﾄﾛｰﾙ （注）       ＴＡＣ対象魚種 左記を選定している背景 
ＴＡＣ ＩＱ ＩＴＱ 

日本 ● ● ● ● ７魚種19系群 

①採捕量及び消費量が多
く、国民生活上又は漁業
上重要な魚種、②資源状
態が悪く、緊急に漁獲可能
量を決定すること等により
保存及び管理が必要な魚
種、③我が国周辺海域で
外国漁船による漁獲が行
われている魚種、のいず
れかに該当するものであっ
て、漁獲可能量を決定する
に足るだけの科学的知見
があるものの中から選定 

－ 

韓国 ● ● ● ● 

８魚種（マサバ、アジ、ベ
ニズワイガニ、ズワイガ
ニ、タイラギ、ガザミ、ス
ルメイカ、ハタハタ） 

全ての国内漁業を対象と
していない（マサバ・マアジ
は大型まき網のみ、ハタハ
タは沖合２漁業種のみ） 

－ 

資料：各種資料を元に水産庁が作成 
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注：ＴＡＣ、ＩＱ、ＩＴＱの該当の有無については、一部でも事例が認められる場合には該当有に含めた。 



◎ 資源管理政策の枠組み 
 
（１）漁業許可、制限 
 ○インプットコントロール 
  漁業免許制度、漁業許可制度、漁船登録制度、 
  漁業者登録制度 
 ○テクニカルコントロール 
  操業水域等の規制、網目サイズ等漁具規制、 
  ＶＭＳ（漁船位置情報システム） 等 
 
（２）ＴＡＣ管理（アウトプットコントロール） 
 ①国内漁業生産額の８０～９０％を占める魚種が、ＥＵ、ロ 
  シア等との共有資源であり国際的管理の対象 
 ②国際海洋探査委員会（ＩＣＥＳ）による科学的助言に基づき 
  、欧州全体のＴＡＣを設定（１６魚種） 
 ③国際交渉でノルウェーへのＴＡＣ配分は決定 
 ④上記ＴＡＣを漁業種類別に配分 
  ２０１０年のサバの例 
 
 
  
（３）個別漁船漁獲枠制度（ＩＶＱ） 
 ①漁業種類別に配分されたＴＡＣを漁船別に配分 
 ②同種の２隻の漁船を所有する船主が１隻削減の場合 
  →１隻で両方の割当量を一定期間漁獲可能 
 ③船主２人が１隻で２隻分の割当量 
  →一定年限消化可能（限定的に導入） 
  
    

ノルウェーにおける資源管理政策 

   
  
   

 
    
    
    
 
    
    
     
    

  

  

    

 
    
     
    
     
 

 
    
      
      
       
       
  
       

 
   
   

 

漁業種類 大型まき網 沿岸漁業 小型まき網 トロール
配分割合 71.3% 19.1% 6.4% 3.2%

 
   

（参考） 
（１）水産業の地位 
  ・漁業従事者の就業人口割合：０．６％ 
 ・水産物はノルウェー第２位の輸出品目（全体シェア：５.８％） 
   ・特に北部にとって重要産業 
   ・世界第２位の輸出国（金額ベース）  
（２）漁業生産 
   海面漁獲量（2011年）：２２９万トン 
   主要魚種：タラ、ニシン、サバ、セイス（シロイトダラ）等 
   北海からバレンツ海まで幅広い漁場 
   約２０％を領海内（１２海里以内）、約８０％を領海外で漁獲 
（３）漁業構造の変化 
   ・漁業者数の減少 
   １２万人（1940年）  → １３，３３６人（2007年） 
                     うち、専業は10,657人 
   ・漁船数の減少 
   約３６，０００隻（1970年） → 約７，３００隻（2006年） 
                        80%減 
      
  
 
  資料：在ノルウェー日本大使館「ノルウェーの漁業」(2012.9)等から水産庁で作成 
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（４）漁獲物の販売制度 
 ①法により全ての漁獲物の一次販売を販売組合を通 
   じて行うことを義務づけ 
 ②最低買付価格を漁業者と流通業者が毎年交渉の 
   上で決定  
 ③漁獲物の９０％以上（金額ベース）が輸出向け 
 



ＩＴＱに対する国際的な評価 

○ ＩＴＱについては、漁業の経済効果の向上、小規模漁業者や加工流通業者等、地域社会全体への影響、 
 資源管理としての実効性等の観点から、国際的に賛成論と反対論が拮抗して存在。 
○ 米国､ＥＵのほか､アイスランドやノルウェーでも賛成・反対を巡り論争が生じているとの研究報告もある。 
○ なお、国連ミレニアム生態系評価(2005)統合報告書においても、「ITQは、特に冷水域の単一漁業など、 
 いくつかの漁業で適切かもしれない」と限定的な評価。 
 
 

※『効率的な漁業管理に関する研究会』（2009年8月ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ･ﾚｲｷｬﾋﾞｯｸ）における各国研究者からの報告及び 
 水産総合研究センター牧野博士による政府職員等に対する聞き取り調査(2008年）等を抜粋 

主な肯定的意見 主な否定的意見 

・操業期間の長期化 
 （ｺﾞｰﾄﾞﾝ･ﾑﾝﾛ:ｶﾅﾀﾞ、ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ大学） 
 
・経済的なメリット(単価向上・コスト低下）、自助努力
によ る資源管理 （ﾗｸﾞﾅｰ・ｱﾙﾅｿﾝ:ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ大学） 
 
・経済と環境。ＩＴＱ導入により小規模漁業コミュニ
ティーは、全て崩壊したが、ＮＺ国民はやむをえない
犠牲とみる。（ｽﾀﾝ･ｸﾛｰｻｰｽﾞ：前ＮＺ漁業省） 
 
・大型船への統合により、漁船数は減り、漁獲量は
倍増。(ﾆﾙｽ･ﾍﾞｽﾀｰｶﾞｰﾄﾞ:南ﾃﾞﾝﾏｰｸ大学） 

 
・漁獲量調整のため、小型魚放棄、魚種付け替えが発生。 
 （ｲﾔﾙﾃｨ･ｲ･ﾔｸﾌﾟｽﾄﾌ：ﾌｪﾛｰ諸島海洋研究所） 
 
・資源評価結果によるTACの推定値は毎年変わるが、割当が権
利化してTACの変更が困難となっている。このため、資源管理と
して機能しておらず、資源の回復に結びついていない。 （NZ政
府職員） 
 
・クオータの独占により、小規模漁業が消滅（ｱﾝｿﾆｰ･ｺｯｸｽOECD
事務局） 
 
・クオータの大型船主への集中により、小型漁船のコミュニティー
は困窮。(ｵｰﾗ･ﾌﾗｰﾃﾝ:ﾉﾙｳｪｰ水産科学大学） 
 
・文化権や人権を守るため小規模漁業にはＩＴＱ導入は阻止の必
要。ＦＡＯは権利準拠型管理の道筋を議論。(ﾛﾙﾌ･ｳｨﾙﾏﾝ：FAO漁

業局） 

  
・ ＩＴＱは、特に冷水域の単一漁業など、いくつかの漁業で適切かもしれない。 

 （国連ミレニアム生態系評価(2005)） 
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